
（個別公告） 

入札公告第１６２号 

 

制限付一般競争入札（総合評価落札方式）の実施について（公告） 

 

 新発田市において発注する下記の工事については、制限付一般競争入札（簡易実績型総合評価落札方式）（電

子入札）に付する工事としたので、入札参加を希望する者は新発田市電子入札システムにより競争参加資格確

認申請書を提出してください。 

なお、この公告に定めのない事項については、制限付一般競争入札共通公告（総合評価落札方式）（令和 7

年 5 月 1 日付け入札公告第 26 号）によります。 

 

 令和７年９月１１日 

新発田市長  二階堂 馨   
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工事番号・工事名 下複第１４号 新発田北部処理分区舗装復旧（ｈ３２５他）工事 

工事場所 新発田市緑町１丁目 地内 

工期又は履行期限 １０５日間 

工事概要 

アスファルト舗装工（車道） Ａ＝１，４６５㎡ 

アスファルト舗装工（歩道） Ａ＝  １０２㎡ 

区画線工      １式 

入
札
参
加
資
格
要
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登録工種及びランク 舗装工事 ランクなし 

地域要件 

公告日現在において、新発田市に主たる営業所又は従たる営業所（公告日現在において、

当市に営業所を設置してから継続的に２年以上が経過し、その間における法人市民税の

滞納がない営業所であって、主たる営業所から当市との契約に関する一切の権限を委任

されている営業所）を有する者 

配置技術者 

本工事を施工しうる国家資格等を有する主任技術者、又は監理技術者を配置できる者

（入札参加申請日から過去３か月以上継続して、直接的な雇用関係にあること。また、

請負金額が 4,500 万円(建築一式工事にあっては 9,000 万円)以上のときは、現場ごとに

専任で技術者を配置すること。） 

その他要件 

（実績要件等） 

(1) 公告日の前日までに、新発田市と災害応援業務協定を締結している者 

(2) 申請日から過去１０年間において国又は公共団体の発注するアスファルト舗装工

事（改良工事における舗装部分の実績を除く。）を元請で施工した実績のあること、

又は同工事（元請に限る。）を主任技術者又は監理技術者として施工した経歴を有

する技術者を配置できること。 

(3) 公告日現在において、当市又は近隣の営業所において、アスファルトフィニッシャ

ーを所有又はリースしていること。 
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総合評価の方法 
総合評価点は、予定価格の制限の範囲内の者について、次の算式により算定する。 

総合評価点 ＝ 技術評価点 ＋ 価格評価点 

評価値の配点 

本工事における技術評価点及び価格評価点の配点は次のとおりとする。 

ア 技術評価点 １８点 

イ 価格評価点 ８２点 

技術評価点の算定方

法 

技術評価点は、入札参加者が提出した技術資料により、別表１に掲げる評価項目及び評

価基準に基づいて算定した評価点の合計とする。 

価格評価点の算定方

法 

 

 

価格評価点の算定方法は、次の(1)及び(2)によるものとする。 

 

(1) 価格評価点は、次の算定式により算定する。（小数点以下第４位四捨五入） 

  

① 入札価格が配点基準価格以上の場合 

 

 

                

      

② 入札価格が配点基準価格未満の場合 

                

     

 

 

 

 

(2) 配点基準価格とは、入札参加者が入札した価格のうち、制限内（予定価格以下

で、新発田市低入札価格調査制度実施要綱第 4条に規定する調査基準価格以上）

の最低入札価格をいう。 

入
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提出期間 
令和７年９月１２日午前９時から令和７年９月３０日午後４時まで。 

（ただし、電子入札システム休止時間を除く。） 

提出方法 電子入札システムを用いて提出すること。 

添付書類 

添付書類省略届 

「添付書類が不要な案件であるため」を選択し、必要事項を入力のうえ、添付すること。 

※書式は入札情報サービス又はホームページからダウンロードしてください。 

入札価格 

配点基準価格 
価格評価点＝配点× 

配点基準価格 

入札価格 

配点 
価格評価点＝ 

１＋（ －１）×３ 



技
術
資
料 

提出書類 

電子入札システムで競争参加資格確認申請書を提出した後、下記ア～ウの書類及び添付

書類を契約検査課へ持参すること。 

ア 技術資料の提出について（別記第４号様式）の原本及び写し各１部 

※ 別記第４号様式の写しに契約検査課で受領印を押したものを技術資料提出の

控えとして渡します。 

イ 企業の技術力・地域性確認資料（別記第１号様式） 

ウ 配置予定技術者の能力確認資料（別記第２号様式） 

提出期限 入札参加申込締切日の翌日（休日は除く。）午後４時まで。 

技術資料に関する質

問締切日 
令和７年９月２４日 正午まで。 

質問提出先 

契約検査課宛（keiyakuアットマーク city.shibata.lg.jp）に所定の書式でメールにて

提出すること。 

メールを送信後、必ず契約検査課検査・技術管理室まで直接電話連絡してください。 

※セキュリティーの都合上、アドレスの表記を変えていますので、メールを送信する際

は、「アットマーク」を「＠」に置き換えてください 

 

質問回答 
令和７年９月２５日正午までに、入札情報サービスに掲載及び契約検査課閲覧場所にお

いて公表する。 

注意事項 

技術資料については、提出期限までに提出された資料によって評価するので、明確に

判断しうる資料を提出すること。（年度、実績等提出された資料で判断できない場合は

評価しない。） 

作成する際は、別表１及び各様式に掲載されている注釈に沿って作成すること。 

設
計
図
書
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設計図書 入札情報サービスからダウンロードしてください。 

設計図書等に関する

質問締切日 
令和７年９月２６日 正午まで。 

質問提出先 

契約検査課宛（keiyakuアットマーク city.shibata.lg.jp）に所定の書式でメールにて

提出すること。 

メールを送信後、必ず契約検査課検査・技術管理室まで直接電話連絡してください。 

※セキュリティーの都合上、アドレスの表記を変えていますので、メールを送信する際

は、「アットマーク」を「＠」に置き換えてください。 

質問回答 
令和７年９月３０日正午までに、入札情報サービスに掲載及び契約検査課閲覧場所にお

いて公表する。 
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予定価格 

事後公表 

※予定価格の１０分の１以下の金額の入札は、すべて表示の錯誤（桁違い）とみなし、

無効とする。 

低入札価格調査基準

価格 

設定する（事後公表） 

※低入札価格調査基準価格が設定されている場合、総合評価値の最も高い者の入札価格

が低入札価格調査基準額未満の場合は、落札者の決定を保留し、後日落札者を決定する。

なお、この場合契約条件として共通公告に定める条件を付すことがある。 

低入札価格調査自動

失格判断基準 

 

設定する 

※低入札価格調査自動失格判断基準が設定されている場合、低入札価格調査自動失格判

断基準に該当した者は失格とする。 

 

入
札
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受付期間 
令和７年１０月９日午前９時から令和７年１０月１０日午後４時まで。 

（ただし、電子入札システム休止時間を除く。） 

提出方法 電子入札システムを用いて提出すること。※工事費内訳書を添付すること。 

開札日時 令和７年１０月１４日 午前９時以降 

再度入札等 

(1) 開札の結果、再度入札を行うこととなった場合は、直ちに電子入札システムにより

参加者へ再度入札の日時等を通知する。 

(2) 再度入札は１回までとし、初度の入札で無効又は失格となった者は、再度入札に参

加できない。 

(3) 再度入札の結果不落となった場合は再度公告入札を行うが、今回の入札の参加者は

当該再度公告入札に参加できない。 

落
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審査書類提出期限 落札候補者を決定した翌日（休日は除く。）の午後５時まで。 

審査書類 

(1) 入札参加資格審査書類の提出について（第５号様式） 

(2) 施工実績調書（第３号様式） 

※施工完了を確認できる書類（検査合格通知書、コリンズデータ（竣工登録）の写し

又は施工実績証明書）及び工事内容を確認できる書類を添付すること。 

(3) 配置予定技術者調書（第４号様式）及び第４号様式の添付書類 

(4) 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し 

(5) 配置予定技術者の３か月以上の直接的な雇用関係を確認できる書類の写し（監理技

術者資格者証、健康保険被保険者証又は住民税特別徴収税額通知書等） 

(6) アスファルトフィニッシャーを所有又はリースしていることが確認できる書類の

写し 

(7) 新発田市との災害応援業務協定の締結を確認できる書類（証明年月日が入札参加資

格審査書類提出日以前３か月以内のもの。写し可） 

(8) 新発田市との災害応援業務協定の締結を確認できる書類 



特記事項 

(1) 電子入札システムにファイルを添付する際は、必ず最新バージョンのウイルスチェ

ックソフトによりウイルスチェックを行ってから添付すること。 

(2) 技術提案が受注者の責により履行できなかった場合には、修補請求、工事成績評定

点の減点等を必要に応じて行うものとする。 

(3) 資料の作成等に要する費用は提出者の負担とし、提出された資料等については返却

しない。 

(4) 落札者には、地元建設産業支援のため、可能な限りにおいて、地元業者を下請に利

用すること及び資材等の地元発注を希望する。 

(5) この工事の積算にあたっては、「補助事業の工区」と「単独事業の工区」の諸経費

対象額の合計額により定まる率によって、それぞれの諸経費を算定している。 

(6) 本案件は、「週休２日適用工事」（令和７年４月）の対象案件である。 

 


